
令和７年度当初予算　復活見積調書（部長）　 教育委員会事務局

■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

1 教育総務課
小学校施設維持
管理費

【債務負担】老上小学
校仮設校舎整備費
（リース）

老上小学校では学区内の宅地開発に伴
い、児童数の増加が顕著になっており
ます。
令和8年度までは、特別教室の一部を
一般教室に変更することで対応できる
見込みですが、令和9年度からは普通
教室として転用できる教室がなく、教
室数は不足する見込みです。
仮設校舎を建設することで、不足が見
込まれる教室数の確保を行います。

契約期間：令和7年度から令和
13年度
実施設計および各種申請期間
令和7年10月から令和8年7月
工事期間：令和8年8月から令和
9年2月
賃借期間：令和9年3月から令和
14年2月

825,000 825,000 0 0 825,000 0 0 0 0 825,000 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

2 教育総務課 事務局運営費
会計年度任用職員人件

費（新規）

令和６年度は育児短時間勤務職員を含
む正規職員４名＋会計年度任用職員２
名で対応しているところです。来年度
は正規職員１名減とし、育児短時間勤
務職員も異動することを想定すると、
正規職員３名で対応することとなりま
す。現在の会計年度任用職員１名に新
規で１名追加することにより、現在、正
規職員が分担して行っている業務を新
規の会計年度任用職員が担え、教育委
員会事務局や学校の円滑な運営を図る
とともに業務の効率化につながると考
えます。

令和７年２月～　会計年度任用職
員募集
令和７年３月　 　面接
令和７年４月～　任用

2,822 2,822 0 0 2,864 0 0 0 0 2,864 0 0 0 0 0 0
部長間調整により、
措置しませんでし
た。

3 生涯学習課 文化振興費
文化芸術担い手育成事

業

本市では、18歳以上の市民において文
化芸術活動に参加している割合が２割
と少なくなっており、多くの市民がライ
フステージに応じた文化芸術活動に参
加する機会が求められる。初心者向け
の文化芸術に係る連続した講座によっ
てそのような機会を増やすとともに、
文化の担い手となれるような継続的な
活動に繋げ、ひいては市の文化芸術を
牽引する担い手となってもらうことを
目指します。

R7.6月～12月　事業実施 1,665 1,365 0 0 1,665 0 0 0 300 1,365 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

4 生涯学習課 文化振興費
文化をツールとしたま

ちづくり事業

文化振興計画において、文化をツール
とした地域課題の解決、地域活性化が
提示されている中、草津市は被災の経
験が極めて少なく、市民の防災意識を
高める事が難しいという課題があり、
また県内市町において火災発生件数お
よび犯罪発生件数、子どもと女性に対
する前兆事案はいずれも２位という課
題もあります。
　コンサートに防災や防犯の要素を取り
入れた事業を実施することにより、市
民の防災・防犯に係る意識付けと有事
に備えるきっかけづくりを行うととも
に、文化・芸術に親しむきっかけともし
ていただき、文化・芸術の価値を高める
ことで文化が根付く住みよいまちの実
現の一助とします。

R7.7月～R8.1月　事業実施 1,092 1,092 0 0 1,092 0 0 0 0 1,092 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

5 生涯学習課 文化振興費 アートスタート事業

　幼い頃から芸術に親しむことが、子ど
もの成長に良い影響を与えることが分
かっており、未就学児については親も
コンサート等への参加を遠慮しがちで
あることから親子共に文化芸術に触れ
る機会が損なわれてしまう課題があり
ます。
　文化振興計画策定当時から取り組む
べき事業として記載されており、近年
の文化振興審議会においても改めて委
員から言及されてもいる。また、市議会
会派要望においても子どもたちが本物
の文化芸術に触れる機会を創出するよ
う求められている。
　草津市の文化を担う次世代を育成す
るとともに、大人になっても文化に親し
む基盤づくりを行うため、未就学児向
けのアートプロジェクトを実施します。

R7.9月～12月　事業実施 1,162 1,162 220 220 942 0 0 0 0 942 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。
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6 スポーツ推
進課

市民スポーツ大
会推進費

くさつランフェスティバ
ル開催補助金

　健幸都市「草津」をアピールする健康
増進イベントを、民間事業者の創意工夫
を通じて実施するために必要な補助金
を支援します。
　本事業の実施を通じて、スポーツ健康
づくりの推進や、草津川跡地公園ai彩
ひろばの有効活用、市内外からの参加
者によるにぎわいの創出、本市の魅力
のPRを図る機会とするものです。

令和７年１１～１２月　　第４回大
会開催＠草津川跡地公園ai彩ひ
ろば

【令和６年度実績】
　参加者数　・・・　８８１名
　実施種目　・・・　10kmラン・
2kmファミリーラン
　　　　　　　　　　　2時間耐久リ
レー・4時間耐久リレー

2,000 2,000 0 0 2,000 0 0 0 0 2,000 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

7 スポーツ推
進課

スポーツ少年団
育成費

スポーツ少年団補助金

スポーツ少年団の諸活動を支援するこ
とで、スポーツの普及とアスリートの育
成、少年団の活動の活性化を図り、青
少年の心身の健全育成につなげること
ができる。また、指導者資格取得につい
て補助を行うことで、指導者確保につ
なげることができます。

R7.4　補助金申請・交付決定・
交付
R8.３　実績報告

445 445 210 210 235 0 0 0 0 235 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

8 スポーツ推
進課

社会体育施設管
理運営費

LED工事に伴う指定管
理者への補填

温暖化対策室のLED化工事に伴い閉
館となる施設の収入を補填するもので
す。

R7工事 331 331 0 0 331 0 0 0 0 331 0 0 0 0 0 0
部長間調整により、
措置しませんでし
た。

9
国スポ・障ス

ポ推進室
スポーツ推進費

わたSHIGA輝く国ス
ポ・障スポ草津市実行
委員会負担金（競技会

場設営業務）

・総合体育館において、バレーボール競
技を開催するにあたり、アリーナや控室
として利用する柔剣道場内に空調設備
がないことから、大会関係者、一般観覧
者等の熱中症対策として仮設エアコン
の設置費用を要求するものです。
・リハーサル大会や佐賀国スポの視察
を終え、滋賀県バレーボール協会から
要望があり、仮設エアコンの設置により
選手のパフォーマンスの向上だけでな
く、快適な試合観戦環境を提供するこ
とで、スポーツとの関わりが増えること
に繋がり、市民の心身の健幸を生み出
すものです。

令和7年4月：入札・契約
令和7年9月：設営
令和７年９月～１０月：国スポ
令和７年１０月：国スポ終了後撤
去

200,538 113,395 189,109 108,620 15,492 0 10,327 0 0 5,165 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

10
国スポ・障
スポ推進室

スポーツ推進費

わたSHIGA輝く国ス
ポ・障スポ草津市実行
委員会負担金（国スポ
バス借上げ業務委託）

・国スポ本大会において、選手・監督、
競技役員を宿舎や競技会場等に計画的
に輸送するために、必要となるバスを
一括して借り上げる業務です。
・草津駅から市立プールやＹＭＩＴアリー
ナ等の競技会場は、徒歩を基本とし、交
通弱者対策や中心市街地への自家用車
の流入の防止・渋滞対策として、パーク
＆バスライド等を運用し、滋賀県で４４
年ぶりの国スポを一人でも多くの人が
観覧できる機会を設けます。

令和７年６月：バス借上げ契約
令和７年８月：来会意向調査
令和７年９月～１０月：国スポ本
大会
令和７年１０月（大会後）～：バス
運行実績確認
令和７年１１月末：精算・支払

184,620 128,351 154,184 97,915 10,513 0 3,778 0 0 6,735 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

11
国スポ・障
スポ推進室

スポーツ推進費

わたSHIGA輝く国ス
ポ・障スポ草津市実行
委員会負担金（競技用
備品）

・ソフトボール競技をするにあたり、競
技会場の野村運動公園グラウンドに、
市所有の備品が全くないことから、必
要最低限の施設備品としてフェンスを
購入するものです。
・わたSHIGA輝く国スポを機に購入す
ることで、利用者に安全な環境を提供
するだけでなく、中体連や高体連等の
ソフトボール競技や市のスポーツイベン
トでも使用することが出来るため、ス
ポーツ人口の増加に繋がり、市民の健
幸にも寄与します。
・令和９年５月のワールドマスターズ時
の設営費用の削減に繋がります。

令和７年６月：入札・契約
令和７年７月：納品
令和７年９月～：国スポ
令和７年１０月～：国スポ終了後
（施設所管課に備品引継ぎ）

6,396 6,396 0 0 6,396 0 0 0 0 6,396 0 0 0 0 0 0
部長間調整により、
措置しませんでし
た。
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12
歴史文化財
課

史跡草津宿本陣
保存整備費

史跡草津宿本陣整備
に係る賃借料

［土地の賃貸借］
崩落部の緊急対応として設置した覆屋
は、予定の半分しか設置できていない
状況であり、大きな台風等が来た時に
崩落する可能性があります。
そのため、なるべく早く実施設計を完
了し、工事に移行するため、年度当初か
ら、実施設計の準備期間として市の管
理および実地調査エリアとすることで
業務の利便性を図り、早期発注に努め
る必要があります。
［物入１の保存修理工事］
例年、国庫補助金が６月の概算要望に
対し、４～６割程度の内示率であり、整
備事業に遅れが生じています。史跡草
津宿本陣については、工事の切れ目の
関係上、重点対応してきているものの、
将来的な工事遅れが想定されます。急
遽、滋賀県より、国庫補助金の余剰につ
いて連絡があったため、可能な限り、工
事の先取りを行うものです。

[土地の賃貸借]
令和７年４月１日～　賃貸借契約

［物入１の保存修理工事］
令和７年１０月　入札
令和７年１１月　契約締結、工事
着手
～令和８年３月末

37,108 1,717 36,186 1,256 21,541 8,331 0 7,400 0 5,810 21,541 10,309 0 9,200 0 2,032

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

13
草津宿街道
交流館

史跡草津宿本陣
管理運営費

めざせ「子ども学芸
員」事業

・草津市内の小学生が、身近に所在する
歴史資産、草津宿本陣のことについて、
その魅力を発見しながら楽しく学んで
もらい、その成果を来客に「学芸員」と
して案内する。この過程で子どもたち
が、本陣に興味を持ち、卒業後も永く応
援してくれる人材となることを目指し
ます。

〇募集開始　令和７年５月～
〇「クラブ活動」（学習会）開始
令和７年６月中旬～　10回程度
の「クラブ活動」
〇「こども学芸員」始動　令和８年
４月
〇次年度の「クラブ活動」開始
令和８年５月～　以降前年のとお
り

587 587 51 51 487 0 0 0 0 487 487 0 0 0 0 487

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

14 図書館 管理運営費

現在策定している「（仮称）読書のまち
推進計画」に基づき、市民が気軽に本
に出合うきっかけづくりを行い、図書
館の新規利用者を増やすと共に、今ま
で図書館や読書に興味を持っていない
市民を中心に読書人口を拡大するな
ど、読書活動の推進や読書環境の整備
等を行います。

4,950 4,950 505 505 3,343 0 0 0 0 3,343 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

15 生涯学習課 社会教育推進費

地域まちづくりセンターにおいて、移動
図書館の巡回とともに地域の身近な場
所で本を借りたり、読書ができるス
ペースを作ることで、読書活動を促進
する環境づくりを進めます。

1,127 1,127 0 0 1,127 0 0 0 0 1,127 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

16 学校教育課
教育研究活動推
進費

草津市学校図書館運
営支援業務委託料
（R8債務負担行為）

草津市立の小中学校に学校司書を配置
することにより、司書教諭・教員・学校
図書館運営サポーター等学校図書館運
営に係る関係者等の支援を行い、学校
図書館の活性化および児童・生徒の読
書活動の推進を図ります。

学校司書の配置日数について、
R４　　　　小学校４８日　中学校４
８日
R５～７　 小学校４８日　中学校５
１日
R８　　　　小学校４８日　中学校８
０日
学校司書については法での資格
や規定は無いが、草津市では司
書・司書補・司書教諭の資格を持
ち、学校への勤務経験が１年以上
ある専門性を有する者を配置す
る。令和８年度からは中学校につ
いて週２回程度の派遣回数を確
保し、中学生の読書活動推進に
ついて教員・生徒への支援を積
極的に行う。

15,928 15,928 12,925 12,925 3,003 0 0 0 0 3,003 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

17 児童生徒支
援課

特別支援教育推
進費

教育支援委員会委員報
酬

　草津市教育委員会附属機関運営規則
に基づき、草津市内における特別な支
援を必要とする幼児、児童および生徒
に対する就学支援、その他の教育支援
に関し必要な事項についての調査審議
ならびに特別な支援を必要とする幼児
等の保護者、学校関係者等との相談に
関する業務を行います。
　就学相談の件数が増加しており、教育
支援委員の業務維持のために６７回実
施が必要です。

R7.5　委員委嘱
　　　　　業務開始

436 436 377 377 59 0 0 0 0 59 59 0 0 0 0 59

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

読書のまち推進事業

・就学前施設の読書環境の充実
　～R7.９月 資料準備・配本経路
調整
　R7.10月～ 配本開始
・サテライト機能の充実
　R7.4：物品入札
　R7.5：事業周知
　R7.6：納品
　R7.7～　事業実施
・書店と連携した読書ポイント事
業
　～R7.９月　準備
　R8.1月実施予定
・（仮称）図書館ＤＡＹ事業
　～R7.9月 準備等
　R7.1１月～ 毎月実施（１１/３文
化の日の図書館まつりから）
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18
児童生徒支

援課
児童生徒支援費

メタバースを活用した
不登校児童生徒支援

　文部科学省が実施している「次世代の
学校・教育現場を見据えた先端技術・教
育データの利活用推進事業」における
「先端技術及び教育データ利活用に関
する実証事業」を活用し、メタバースに
よる不登校児童生徒の支援を実施し、
社会的自立に向けてた生活習慣の改善
や学習機会の確保につなげます。
　実際のメタバースによる支援システム
の運用については、民間への業務委託
により実施します。

R7.1　国公募開始
R7.3　国採択通知
R7.5　提案募集開始
R7.6　プロポーザル
R7.7　結果通知
R7.9　業務開始

13,794 0 0 0 13,794 13,794 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

19 児童生徒支
援課

学校支援対策推
進費

学校問題解決支援コー
ディネーター配置事業

　教育現場における問題の多様化・複
雑化に対応するため、学校問題解決支
援コーディネーターを設置します。
　コーディネーターは、初動時には、必
要に応じて現場へ赴き直接状況の把握
をするとともに、解決に向けてＳＳＷの
活用、学校問題サポートチームへの相
談等の問題の振り分け行います。また、
学校現場や各機関の巡回によるネット
ワーク強化やフォローアップを行い問
題解決の迅速化を図ります。
　小学校担当1名、中学校担当1名の計
2名で、校長経験者を想定。

R7.1　　　　国事業公募（予定）
R7.2下旬　国審査結果通知（予
定）
R7.3　　　　市人員募集・面接
R7.4　　　　業務開始

8,305 0 0 0 8,305 8,305 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

20 教育研究所
教育相談支援運
営費

学校問題サポート
チームアドバイザー業
務

　市立小中学校などに対する保護者や
地域住民等からの様々な要望のうち、
学校だけでは対応できない事案に対応
するため、草津市学校問題サポート
チームを設置して教育相談体制の強化
充実を図っています。
　近年においては、相談件数が増加す
るとともに、相談内容が複雑化してお
り、令和6年度においては、弁護士に対
する予定相談件数を大幅に超過する見
込みとなっています。
　学校の弁護士に対する十分な相談時
間や機会を確保し、学校における教育
相談体制を強化充実を図ります。

　新規弁護士を委託契約し、月1
回の定期相談と相談繁忙期の7
か月間（５・６・７・９・１０・１１・12
月）は月2回相談業務にあたりま
す。（年19回の増加）
　5か月　×　１回＝　5回
　7か月　×　２回＝14回
　　　　　　　　計　　　１９回

2,068 2,068 2,068 2,068 1,526 0 0 0 0 1,526 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

部合計 1,310,374 1,109,172 395,835 224,147 919,715 30,430 14,105 7,400 300 867,480 22,087 10,309 0 9,200 0 2,578

※学校給食センター特別会計繰出金分は特別会計のみに記載。


